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1.はじめに
「なぜ世界が富める国と貧しい国とに分かれているか。(Krugman[4]の冒頭の文)」につ




的な) 経済理論を分析道具として用いながらも, 経済が不均等発展に陥ることを示した。 すなわ
ち, 収穫透増および自由貿易の仮定の下では, 2地域間(2国間)の初期資本量のわずかな違い
が, 2地域(2国)の不均等発展をもたらすことを示した。このKrugmanの結論は,経済的に
後れた地域 (国) は, 経済的な停滞から抜け出すだすことができず, 人々は豊かな暮らしを享受









1994年の日本地域学会年次大会では,注日すべき2つの論文が報告された。木村- 伊 藤 [ 3 ]
は, Krugmanモデルの拡張ではなく, モデル自体を再検討したものである。 これまで数学的に
厳密な検討は行われてこなかった経緯から, Krugmanの不均等発展にっいて数学的に厳密なフ
ォロー ・アップを行つたものである。これに加えて,パラメータ空間からランダムに得られるパ








2つの財を生産している。 農産物は, 固定的な労働 ・産出係数にもとづいて労働のみから生産さ
れ,工業製品は, レオンチェフ型の固定係数にもとづいて労働と資本から生産される。 2つの財
は, 2地域間で自由に取引できるが, 労働および資本財は, それぞれの地域内でのみ移動するこ












2.1 モデルのフレー ムワー ク





両者を区別する必要があるときには, 以下で用いる各記号に添え字,N Sをっけ区別する。 2








と資本 ( K )  が生産要素として投入され, 固定係数のレオンチェフ型生産関数によって
l )  この節は, K rugman[4], 久 保 { 6 } ,  木村 ・ 伊 藤  { 3 }  に基づいて要約・整理したものである。
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工業製品 (M) の生産が行われる。 2つの地域の生産技術は, 同一であると仮定されるが,
Krugmanモデルの特徴は,この仮定に加えて,規模の経済性,すなわち,資本係数(c)と労働
係 数 (1,) は ,  ともに資本の滅少関数であることが仮定されていることである。 これを数学的に
表現すれば, 2つの地域の生産技術が同一であることは,
CN=C( Kn), Cs=C?s)
tlN=t1(K N), υs =υ(K s)
として示され, 規模の経済性は,,
C (') <0, 1'(') < 0
として示されることになる。
2つの地域の工業製品の生産量は,それぞれ,,
M N=min{KN/ cN,LM N/tlN}, M s=min{Ks/cs,LM N/tls}
となる。 効率的生産が行われているとすれば,,
K N/CN=L MN:/t;N , K s /Cs=L MN/1fs
となる。以下,効率的生産を仮定すれば, 2つの地域の工業製品の生産量は
M N=K N/CN , M s=K s /Cs
また, 2つの地域の工業部門の労働投入量は,,










LAN=i-LM IN=i-tlN M N , LAs=-L-LMs=-L-tls M s
となる。 労働1単位が農産物1単位を生産するように( AN=LA lvおよびA s =LAsとなるように),
単位の選択をすれば, 2つの地域の農産物の生産量は, それぞれ,
AN=-L-oN M N , A s=-L-t;s M s ( 8 )
となる。




業製品価格では1/ pM となる)。 このとき, 工業部門の資本財1単位あたりの利潤率 (ρ) は,,
ρN={pM M N-L M N }/ K N= {pM M N-t1 V M N}/K N= {pM-t;N}//CN ( 9 )









2つの地域においては, 農産物と工業製品の取引が自由であるので, 工業製品の価格は, 2地
域を単一市場とみなしたときの需給均衡条件から決定されることになる。 そこで2つの地域とも
に,賃金所得のうち,µが工業製品の消費に向けられ,残りの(1一µ)が農産物の消費に向け
られるものと仮定すれば, 工業製品に対する需要額は,µ (LN +Ls)となる。工業製品の供給額
は,j,M (M N+ M s)であるから,工業製品の需給均衡条件式は,
PM(MN十M s) = µ:( LN十Ls) = 2 µ一L
となる2 )。ここで,(2)式および(6)式を考慮すれば,,
pM = 2 µi /{K N/ c(K N)十 Ks/c(K s)}
が得られる。
以上を整理すると, 2つの地域の資本蓄積を示す動学経路は






2)  krugmanモデルにおいては, 資本書積は, 工業製品によってではなく, 展産物の形で行われることがイン
プリシットに仮定されている。すなわち,Krugmanモデルにおいては,段産物の供給は,A1v+As,また消
費需要は,2(1一µ)-Lであるので, (8)式を考慮すると,,
AN十A s-2(l一µ)-L= 2 µ一L- (tlNM N十t's M s)
さらに(l 3)式や(9)(l0)式を考慮すると,,
与式=jl M(M N十Ms)-(tlNM N十υs M s)-pN K N十 1os K s
となるからである。
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あるいは,同じことだが
KN/ K N={2 µi /[KN/c(K N)十Ks/C (K s)]-t;l(K N)}//C( KN)





Krugmanモデルの動学経路の性質を検討するために, 予備的な作業を行う。まず, ( 9 )  (10)
式において, 工業品価格pM を一定として, 2つの地域の資本蓄積が利潤率に及ぼす効果を計算
し,(4)式を考慮すれば,
11 ρN/ 111 K N= -[pM -t11VIC'N/CN2一υ'N/CN > 0
1l1 ps/ ,lK s=-[pM 一υslCs /C1s2-tls /Cs > 0
となる。次に(14)式をK NとK sで微分し,(4)式を考慮すれば,,
11lpM /∂K N=-pM'{1/CN-K N e1,;/CN2}/{K N/CN 十K s /Cs}く0
111 j),M / 1l1 K s=-PM '{1/cs-K s cs /es2}/{K N/cN十 K s /cs}く0
が得られる。 これは, 工業部門の資本蓄積が工業製品価格を低下させることを意味している。
上で導出した性質を使えば, 直ちに
11l (KN/ K N) /11lK s=11lPM/ ,11 K s /CN < 0  (17)
1ll(Ks/Ks)/ 11lK N=1llPM/ 1 1 K N/ cs < 0  (18)
1l (KM/K N) /a K N=apM/aKN/CN十 aρN/a K N (19)
11 (K s//K s)/aK s=apM /0K s /cs+ a p s /a K s (20)
が得られる。 資本蓄積は, 工業製品価格に対しては負の効果をもち, (工業製品価格が一定なら
ば)利潤率に対しては正の効果をもっ。そのため,これらの合計の効果,すなわち,資本蓄積が,
工業製品価格の低下を通じて,利潤率(=資本蓄積率)に及ぼす効果にっいては,「正負」が不
明である。 Krugmanは, 資本蓄積による価格低下の効果の方が, 規模の経済性による利潤率へ
の効果よりも大きいものと考え,,
1l1(jKN/K N)/1 lK lv<0, 1ll( K s/ K 1s)/,llK s< 0  (21)
を仮定している。
Krugmanモデルの長期均衡は,KN/K N =0およびKs/ K s=0を満たす点によって決定される。




d KN:/dK s=一∂pM/ 1 lK s /{aPM/a K N一υN}
となる。KN/ K N=0においては,
a (KN/ KN)/∂K N= ∂pM/aKN/CN 十 a' l0N/ ,l1 K N
= {a加 /a K N一υN} /CにN)
(22)
となるが, これは, krugmanの仮定により負であるので, (22) 式も負となる。 これと同様にし
て,Ks /K s曲線の傾きを計算すれば,,
dKN/dK s=-{aPM/aK s一υs}/(∂PM/aK N) < 0  (23)
となる。
こ の よ う に , 曲 線 (KN/K N=0 ) と 曲 線 (K s / K s=0)は,  ともに右下がりの形状をした曲
線になる。この2つの曲線の傾きの絶対値(l I )の大小を計算すると,,
l 一∂1) M/a KS/{;1lpM/ 1 1 K N-1 ; N}l- l -{111pM/ 11lKS一υS}/(apM/ 'llK N)l
={υS[∂pM/a K N-t1N]-tlN∂pM / 11lKS}/{∂pM / 11 K N'[1lpM/∂K N-t;N]}
> 0 (24)











積とともに, 労働も工業部門に吸収されていく。すなわち, ( 6 )  (7)式から明らかなように,
L MN ,='oNIM N=t1 (K N)K N/ c(K N), LMs =t'sMs=t1 (K s)Ks/c(K s)
である。しかしながら,それぞれの工業部門は,最大労働量を超えて,労働を吸収することはで
きない。2.1の仮定から,工業部門に最大限に投入可能な労働量は,-Lであるので,
L M N ≦i, LMsSi
-l64-
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でなければならない。 従つて, また, この労働制約により, 投入可能な最大の資本は,
i=t1(K N)K N/c(K N),i=1'(K s)Ks/c(K s)















工業生産に, また「南」は農業生産に完全に特化していることを示している。 C点であれば, 「北」
は工業生産のみが行われ, 「南」では農業生産のほかに工業生産も行われていることを示している






した上で, 外部経済性が存在するとき, あるいは異質の工業製品が存在するとき, 市場メカニズ
ムがどのように機能するかに関心があり, 政府の役割はまったく考慮されてこなかった。 この節
においては, Krugmanモデルの中に, 経済主体としての政府を導入し, それが市場メカニズム
に, また2つの地域の経済発展にどのような影響を及ぼすかを検討する。 単純化して言えば, 経
済主体としての政府は,租税を徴収し, これを財源として,政府サビースの提供, 社会資本の整
備,海外への開発投資援助等を行つている。現実の政府は, これらの行動を,並列的に,同時的





は, 市場から農産物と工業製品の購入し政府サ ビースを生産しているものと仮定しよう。 さらに,
分析の単純化のため,租税,農産物や工業製品の政府購入額は,一定とし,「北」地域,「南」地
域にかかわらず,それぞれ同額と仮定する。このとき,工業製品の需給均衡条件式(13)は,
PM(M v十 M s) = 2 µ(t1tli-'「)十2GIM (25)
に書き換えられることになる。ただし,ωは, 賃金率, Tは, 租 税 (一括税),GMは, 一定の工
業製品の政府購入額である。 また, 資本蓄積が農産物を用いて行われるというkrugmanの暗黙の
仮定を踏襲すれば,農産物の需給均衡条件は,




となる。 ただし,pAは, 農産物価格, またG Aは, 一定の農産物の政府購入額である。
(25)(26)式において, ρN K N十 psKs= (PM M N一ωLMN )十 (1) M s-u;LMs)を考慮すると
pA( AN十A s)=2(ω一L-T)十2(GA十GM)一ω(L MN 十LMs) (27)
となる。 K rugmanモデルにおいては, 2つの地域の農業部門の労働投入量は, この部門が余剰
労働をすべて吸収しているものと仮定され, また労働1単位が農産物1単位を生産するように単
位が選択されている, すなわち,
LA lv = -L-L M :N, LAs=-L-LMs
AN =LAN, A s=LAs
である。これらを(27)式において考慮すると,
pA(LA jv十LAs) =ω(LAN十LAs)十2(G A十GM-T)
となる。もし均衡予算(T=G A+GM)であるとすれば,,
pA=W
が成立する。 ここで, 価格をノー マライズすれば, Krugmanモデルと同様に,




とおくことができる。 このことは, 均衡予算のとき, 経済主体としての政府の行動は, 賃金率ω
には影響を及ぼさず, 相対価格pMに対してのみ影響を及ぼすことを意味している。 すなわち,




pM={2 µ(L-T)+2GM} / {K N/ c( KN) +Ks/c(K s) }  (14)
に改められるが, 2つの地域の資本蓄積を示す動学経路は, 形式的には, 政府導入前と同様に,
KN/ KN= {pM-t'(K N)}/C (K N〕














(-L-T )十GM=K*υ(K* )/ c(K* ) =LM*
(3l)
(32)




dT /dGM=1, dG A/dGM= 0
を想定すると, (32) 式から明らかなように, サドル・ ポイントでの工業部門の雇用は,GM の增
加に対して(1一µ)の割合で正比例して增加していく3)。従つて,常識的には,GM の增加に
伴つて,サドル・ポイントの資本ストックも増加することになる。すなわち,(32)式から
{(l十K * l''/υ)-K * c',/c}υ//c・dK*/d GM=1一µ
となるが,Dutt[1]や木村・伊藤[3]のように,習熟効果の規模の不経済性
-K *υ'/p < 1
が作用していると考えれば,(33)式において
dK*/d GM > 0
(33)
が成立する。
漸近線は,サドル・ポイントにおける工業品価格加を一定に保つような(K s, K N)の軌跡で
ある。すなわち,(l4)'および(15)'式より
PM={2 µ(-L-T)十2GM}/{K N/c(K N)十 Ks/c(K s) } =t'(K*) (34)
3 )  政府が, 工業製品の購入の增加を麗産物の購入の減少によって賄い, 均衡予算を維持するとすれば, この
場合の方がサドル・ポイントでの工業部門の雇用や資本ストックは大きくなる。この場合, dT /dGM-0で





における (K s, K N) の軌跡である。 ここで,GMが增加するとき, 同一のK sに対して,K Nがど
のように変化するかを調べてみよう。 (34) 式をG M で微分し, 整理すれば,
{υ(K*)(1-K NC N/C1li)//CN }dKM/dG M
=2(l一 µ)一υ'(K*)[K Nl/ cN十Ks/csldK*/dGM
となることから,
,aKN/dGM> 0



















4 )  (32)式を用いて,-LM'を計算すると,,
iM・一 (1一µ)(-L-1')十 T-GM
となる。通常想定されているように,サドル・ポイントの資本ストックが.K* くK_こあり,習熱効果の
規棋の不経済性が作用すると, LM* <が成立する。 従つて,,
(1一µ )(-L -T )十 :「一GM > 0
となる。均衡予算で,T=GM (同じことだが, GA=0)という状況の下では,,,-L > 1「











KN= {pM 一υ(K N) }K N / /l:'(K N)十GA (15)"
K s= {PM -t'(K s)}K s /,c( K1s)十GA (16)
PM ={2 µ(Z -T、)十2GM}/{KM / c(K N)十Ks/c(K s)} (14)
である。ただし,以下の分析においては,均衡予算((T=GA +GM)が分析の前提となる。
KN/K N=0,K s/ Ks=0を同時に満たす長期均衡解を(K s* * , K N1* *)とすれば,この長期均
衡解の近傍においては, これまでの仮定より
∂KN/ 11lK s=1llpM/ 11lK s'KN/CN
aKs /aK N=i PM/ i1lK N'K s/Cs
,l1KN/ l lK N=(,llpM/ i1lK N一υN)KN/CN-(1-K NCN/CN)G A/ KN'










長期均衡解の近傍における曲線(Ks/ KN= 0)および曲線( Ks/ Ks=0)の傾きは,,
dKN/dK s=-(1 1 K N/ 1i K s)/( 0KN/11K N) < 0
dKN/dK s=-(∂Ks/a K s)/(aK s / i1 K N) < 0
となることから,これまでと同様に, ともに右下がりの曲線になる。
(1lKN/ i1lK N)・(1llKs/a K s)-(11 KN/ 1l1 K s)'(,llK s /a K N) く0 (35)
ならば, これまでと同様, 曲線 (KN/K N=0) の傾きの絶対値が曲線(Ks/ Ks=0) の傾きの
絶対値よりも大きくなり,長期均衡解は, 図1のようにサドル・ポイントになる。しかしながら
(∂K N:/ 11 K N)・(∂Ks /;1lK s)-(1lK jl,1/ 11lK s)'(1l1Ks/a K N) > 0  (36)
ならば,長期均衡解の近傍においては,安定条件が満たされる。すなわち,図3のように,曲線




線 (KN/ K N=0)の右側では,(17)'式より,K1vく0 左側でKN> 0 , ま た, 曲線 ( Ks/ Ks=0)









{µ(L-T)十GM}-K* * t'(K* *)/c(K* *)十G A= 0
となる。従つてｵ
(-L-T)十GM十 lGA=K * * t'(K* *)/ c(K* *)-LM* *
(37)
(32)'
である。 ただし,LM**は, サドル・ ポイントでの工業部門 (「北」または「南」のいずれか1つの)
の雇用量である。GMの增加やG Aの増加をすべて増税によって賄う場合には, (32) 式と (32)'
式の単純な比較から,,
dK* * / /dG M> 0 ,  dK* */dGA> 0





ところで, 長期均衡解が, K* * =K s* * =K!11?*であることと ( 2 )  ( 3 )  式により,,
CN=Cs=C(K* *), eN = Cs=C ( K * *)
tlN=t1s=t1(K* *), t'N=tls=t'(K* *)
である。これらを考慮に入れて,局所的安定のための必要条件(36)を書き換えると,,
{(,llpM/ 11lK N-t')K* * / c-(1-K* * c/c)(iA/K* *}2-{aj)M/ ,1l KN 'K * */:c}2 > 0
となる。この式の2つ{ }の符号は,(17)'-(20)'式よりともに「負」である。従つて , 不 等
号制約は,,
(1-K** c'/ c)GA//K* * > -t'K* */c ( >0) (38)
(1-K ** c / c)G A//K* * > ( 1 1pM/ ,llK N一υ)K**,/c十 1 lPM/ 111 K N 'K* */c (39)
として求められるが,(39)式の右辺は「負」であるので局所的安定のための必要条件は,(38)
式が満たされればよいことになる。 すなわち
,GA> (-K* * t;/ti)・(tlK ** /c1)/ ( 1-K** c/;c)=(-K**υ//1υ)・LM**/(1-K** c/,c) (40)
となる。









1 +K**υ'/υ一K** c'/c> 0
となる。従つて,,
1 + K * *υ'/υ一K* * e'/c一µK * *υ'/υ> 一 µ K * * υ'/υ
となるが, これを変形すれば,





1 > 一µ (K** t'/t')/ {1十 (1一µ )K* * t1'/t1-K** c'/ c} > 0  (42)
が成立する。このようにして,局所的安定条件(40)'の右辺は, 0より大で,iより小であるこ
とが分かる。 このことは, 政府が租税Tと政府投資G Aを決定するとき, 課税条件(T=G A く一L)
を満たすように,T とGAを決定することができることを意味している。 例えば,,
政府が,定数β(18 > l ) を 定 め ,,
1「=G A=一βµ(K* * t'/t')'-L/ { 1十 (1一µ )K* * t''/t'-K** c / c} (40)'
に従つて, 租税Tと政府投資GAを決定するようなケスーでは,
{1+(1一µ)K** 11'/1:1-K** c'/c}/ {一µK**y'/11} > β > 1  (43)
となるように, 定数βを設定すれば,T=G A<iが成立する。
このように地方政府が, 定数βを (43) 式の範囲に定め, (40)''式によって租税:「と政府投資
GAを決定するならば, 租税Tが所得一Lを越えることはない。 このとき, 動学体系の局所的安定条
件も満たされ, 2つの地域は不均等発展から均等発展に転ずる。 政府が登場し, 2つの地域政府
が協調して政府投資を行い, 民間投資を補完することによって, 2つの地域はKrugmanの不均









析から, 政府が「政府消費」を行う場合には, 工業製品価格に影響を及ぼすことにより, 農業生産
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